
財政

（単位：％）

平成 2 年度 0.63 3.0 65.7 112.9 10.0

平成 3 年度 0.60 4.3 68.1 115.7 10.3

平成 4 年度 0.59 3.5 67.2 111.0 9.1

平成 5 年度 0.60 3.8 70.8 122.0 9.5

平成 6 年度 0.61 2.8 76.5 143.2 11.0

平成 7 年度 0.63 4.9 74.1 142.7 10.5

平成 8 年度 0.63 3.4 75.2 146.9 10.6

平成 9 年度 0.63 3.6 76.8 159.8 11.5

平成 10 年度 0.64 2.3 82.6 187.5 13.7

平成 11 年度 0.62 2.2 79.4 180.5 13.9

平成 12 年度 0.60 2.3 80.3 182.2 17.2

平成 13 年度 0.59 2.3 81.0 182.4 18.0

平成 14 年度 0.59 1.8 79.7 188.5 16.6

平成 15 年度 0.60 1.9 85.7 210.5 17.5

平成 16 年度 0.61 1.0 86.9 205.8 13.7

平成 17 年度 0.61 0.9 91.0 200.6 21.4

平成 18 年度 0.61 1.1 94.8 191.9 21.0

平成 19 年度 0.61 0.8 90.2 173.1 17.5

平成 20 年度 0.62 2.1 92.9 164.5 16.2

平成 21 年度 0.62 0.8 94.2 158.1 14.7

平成 22 年度 0.61 1.6 90.5 150.9 14.1

平成 23 年度 0.60 0.7 94.7 148.3 13.0

平成 24 年度 0.59 3.1 93.1 167.0 11.8

平成 25 年度 0.60 1.4 90.7 165.3 9.9

平成 26 年度 0.61 1.3 89.5 177.3 7.5

平成 27 年度 0.62 1.0 89.5 182.7 5.5

平成 28 年度 0.62 1.3 90.9 182.7 3.7

平成 29 年度 0.63 1.6 91.5 184.4 3.1

平成 30 年度 0.63 1.1 92.2 184.8 2.9

令和 元 年度 0.63 0.9 92.6 195.6 3.4

令和 2 年度 0.63 5.9 93.5 205.2 3.7

令和 3 年度 0.61 5.7 89.1 203.1 4.1

資料：柴田町各種会計歳入歳出決算審査意見書

　　実質収支比率…財政運営の状況を判断する指数で、一般に３～５％程度が望ましい
　　経常収支比率…財政構造の弾力性を判断する指標で、町村では75％を超えると弾力性を失っている
　　地方債現在残高…歳入一般財源に対する地方債現在残高
　　公債費比率…公債費の一般財源に占める割合で、10％を超さないことが望ましい
　　実質公債費比率…実質的な公債費の標準的な財政規模に占める割合で、25％を超えると財政健全化団体となる

注.　財政力指数…地方公共団体の財政力を示す指数で、数値が高いほど財政に余裕があるということであり、
　   財政基盤が強いことなる。1に近くあるいは1を超えるほど財源に余裕がある
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８．一般会計決算状況分析
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